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推進会議の体制とデータベース検討WGの役割

1．推進会議の体制

役割：原単位データ整備のための基盤整備を行う。
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2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点



• 建材のデータ整備を進めるあたり、材料ごとに異なる製造方
法によって留意すべき点、あるいは業界ごとの留意すべき点
がある。

• 建築物の設計・施工及びLCCO2算定を行う建築生産者のニー
ズ及び素材・建材等の業界毎の事情を踏まえたデータ整備を
進める観点から、主要な鉄、コンクリート、木材について、
まずは留意すべき点を列挙して、論点について検討した。
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2．主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-1. 本とりまとめの位置づけ

これまでの検討会*での議論を受け、データベース検討WG内にて「建材の各業界
毎の留意すべき事情とデータ整備を進める上での論点」をとりまとめる。
まずは主要建材（鉄鋼・コンクリート・木材）についてWG内で意見を徴収した。

＊建築物のライフサイクルカーボンの算定・評価等を促進する制度に関する検討会



（１）製造時の環境負荷

• 鉄は鉄鉱石から鉄を作る方法（高炉法）と、鉄スクラップか
ら鉄を作る方法（電炉法）がある。どちらも1400℃以上の高
温で生産するため、製造時のCO2排出量が大きい。

• 高炉法は石炭を用いて鉄鉱石を還元する工程で多くのCO2を
排出するが、電炉法では還元済みの鉄スクラップの溶解に必
要な電力製造が主なCO2排出であり高炉法の1/4程度である。
しかしながら、従来の電炉法では、主にスクラップ中の不純
物のため、高炉鋼と同じ特性の製品が製造できないので、電
炉法では日本の鉄鋼需要の3割程度しか満たせない。

• したがって我が国の脱炭素実現に向け、鉄鋼メーカーは還元
工程の脱炭素化技術として、（石炭の代わりに）水素による
還元法の確立を目指している。一方で、それが確立されるま
での間、革新電炉への移行も検討されている。グリーン電力
を採用した電炉法もCO2排出削減に貢献できる。

2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ① 鉄鋼（1/4）
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（２）企業の状況（鉄鋼材料の用途）

• 鉄鋼メーカーには高炉メーカーと電炉メーカーがあり、高炉メー
カーは大企業3社、電炉メーカーは大小数十社ある。

• 高炉メーカーは、主に形鋼、熱延コイル、厚中板、めっき鋼板、鋼
管等を供給。用途は柱や大梁、床材や仕上材など比較的高い力学的
な特性や耐久性が求められ高価格。

• 電炉メーカーは、主に棒鋼や形鋼を供給。用途は鉄筋やH形鋼（小
梁）であまり高い力学特性を要求されず低価格。

• 以上、形鋼など一部の用途では、高炉鋼と電炉鋼が競合しているも
のの、多くの用途では高炉鋼と電炉鋼の棲み分けが成立している。

• 建築用鋼材は、重量あたりの単価が高いため、製造工場から現場ま
での輸送費よりも製品や加工費の価格差の影響が大きい。そのため
一定の距離を輸送することが一般的。（例：岡山→富山→柏）

• ただし、輸送時の環境負荷は製造時と比べ遥かに小さい。

2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ① 鉄鋼（2/4）
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（３）論点

• 建築物LCCO2の削減を目指して低CFP製品を採用する建築生産
者側のニーズを踏まえれば、高炉鋼と電炉鋼を区別し、高炉
鉄と電炉鉄それぞれのデータが必要ではないか？

• 建築物において電炉鉄を促進するだけでは中長期的な脱炭素
社会構築には不十分であることから、水素還元鉄などインフ
ラ投資を促すためには、どのような製品カテゴリーのデータ
整備が必要となるか？

• 脱炭素化への移行期において、どのようなデータをつくれば、
建築生産者側に選ばれGXが進むのか？

2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ① 鉄鋼（3/4）
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＜論点に対する補足＞

• 電炉法の主原料である鉄スクラップは95％以上が既にリサイクルされている。電炉
鋼の使用を促進するだけでは、他用途とスクラップの取り合いとなるだけであり、
我が国全体の脱炭素には寄与しない。

• 脱炭素化への移行期においては、水素による鉄鉱石還元や（従来高炉でしか作れな
かった品質の鋼材を大量に製造できる）革新電炉といった、追加的な脱炭素プロセ
スで製造され削減実績量を伴った鋼材が選好される仕組みも必要。

• 電炉メーカーは非化石電力を使用した低CFP鋼材の商品化を検討している。
• 高炉メーカーは自社のCO2削減プロジェクト（プロセス転換等）から生み出される
削減実績量を特定の鋼材に配賦して販売するGXスチールを既に商品化している。
脱炭素化への移行期の間、建築分野でもGXスチールを積極的に活用して将来への
投資を行うことは重要。

• 従来通りの設計（部材の機能に応じた製品選択）を行い、その中で低CFP鋼材や削
減実績量付の鋼材（GXスチール）のそれぞれの良さを各々の指標で活用して建物
全体のCO2削減を目指すのがスムースな取り組み方ではないか。

• 輸送段階の環境負荷は製造段階に比べると小さいので、今後工夫する対象となり得
るかどうか並行して検討してはどうか。

2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ① 鉄鋼（4/4）
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2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ② コンクリート（1/3）
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（１）生産プロセスと環境負荷

• コンクリートは、セメント、粗骨材（砂利）、細骨材（砂）、
水が主な原料で、これらを搬入して生コン工場で生産する。

• 粗骨材（砂利）、細骨材（砂）、水は、生産上の環境負荷は
大きくなく、その差も少ない。またこれらは生コン工場の近
距離から調達することが多く、輸送距離による環境負荷の差
は生じづらいと言える。（例えば100から200km圏内から調達
していることが多い。）

• 生コンはJIS規格で工場から建設現場まで（生コンの品質を低
下させないため）運搬時間の制限が決められており、現場ご
との輸送距離による環境負荷の差は生じづらいと言える。



2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ② コンクリート（2/3）
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（１）生産プロセスと環境負荷（つづき）

• セメントは、生産時に大規模な設備であるセメントキルンで
1450℃以上の高温で焼成する点に加え、原料として石灰石を
活用することから、大量のCO2を排出する。その削減のため
には、混合材として高炉スラグ等を採用することでセメント
としてのCO2排出原単位を削減するものが多い。ただし高炉
セメントはCO2削減に有利だが、早期強度*1や耐久性に劣る*2

面もあるため、設計・施工条件によっては適さない場合があ
り、環境面だけでの選定は難しい。

• セメント工場の立地は全国的に見ると偏りがあるが、全国に
届く商流と物流が完成しており、入手可能性に地域差はない。

※1 早期に強度を必要とする構造物として床版、桁等がある。
※2 かぶりの小さい構造物等においては耐久性に劣る場合がある。



2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ② コンクリート（3/3）
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（２）企業の状況

• セメントメーカーは、セメントキルンという巨大な設備を必
要とするため、ある程度以上の規模の企業であり国内では10
数社程度である。

• 生コン工場は大小あるが、建設量に合わせて全国に分散して
おり、比較的小規模な企業が多い。

• 粗骨材（砂利）、細骨材（砂）の供給業者も、比較的小規模
な企業が多い。

（３）論点

• コンクリートの環境負荷は、多くはセメント生産時の負荷が
占めている。また製造プロセスの他の部分ではあまり差が無
いので、セメント等主要な原料の差のみを評価することでよ
いのではないか？



2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ③ 木材（1/4）
（１）生産プロセスと環境負荷

• 木材は、伐採、製材工場への輸送、製材工場での製材・乾燥、プレ
カット工場への輸送、プレカット加工、建設現場への輸送、建設と
いうプロセスを経る。集成材等については、製材工場での製材・乾
燥の後、集成材工場での加工（接着等）が入る。

• 伐採から製材工場への丸太の輸送については、丸太は重量物である
ことから輸送距離が100kmを超すことはまれであり、丸太輸送段階
での距離・方法による差は小さい。

• 製材工程は電動設備による加工が一般的であり設備による差はそれ
ほど出ない（大規模化により下がる可能性がある一方、人力への依
存の高い小規模施設の方が小さい可能性もある）。

• 乾燥工程は、構造用木材は人工乾燥が一般的。製材プロセスから出
る端材等によるバイオマスボイラー利用が拡大しており、排出削減
に貢献（連続運転のため重油との併用が多い）。敷地に余裕がある
場合は天然乾燥との組合せもみられる。
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2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ③ 木材（2/4）

（１）生産プロセスと環境負荷（つづき）

• 上記により、伐採から製品の出荷までの間においては、乾燥工
程でのバイオマス利用等による更なる削減の余地はあると考え
られるが、その他の原材料（丸太）輸送や製材プロセスにおい
て削減の余地は大きくないと考えられる。

• また、木材製品の原単位は、製材（JAS構造用製材）の80kg-
CO2e/㎥や集成材（中断面）の161 kg-CO2e/㎥といった数値が
各製品別団体から出されており、これは他資材（鉄鋼等）と機
能単位を揃えた上で比較しても極めて少ないものである。

• なお、国内製造工場で利用する材料については、輸入丸太及び
輸入ラミナが存在し、製造・輸送プロセスが異なることに留意
が必要。また、欧州産の集成材等、製品で輸入されるものも一
定量存在。一方、それらは住宅産業等需要側からの供給安定性
や品質・強度上の要求に対応したものであることにも留意が必
要。
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2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ③ 木材（3/4）

（２）業界の状況

• 現状、木材製品の需要先の大部分は住宅向けであり、柱材や横架
材などの寸法規格は概ね統一されている。大規模建築物に向けて
は、大断面集成材やCLT、木質耐火部材といった特殊部材が少量
ながら物件ごとに特注生産されている。

• 製材工場数は全国で約3,700（令和５年）。うち原木消費量10万
㎥/年以上の大規模工場は13だが、それらの原木消費量の合計は
全体の約２割であり、中規模から小規模の工場も主要な役割を
担っている。

• 工場は森林資源が豊富な地域に立地し、消費地から離れているこ
とから、製品の輸送距離が長くなる傾向がある。またその手段も
陸送となる。

• 地域材（建築物の所在する近傍地域で生産・流通する木材製品）
の利用によって製品輸送距離の短縮が期待できる一方、製造工場
が偏在している特殊部材は、地域材利用に限定した場合は輸送距
離が長くなる可能性があることに留意が必要。 15



2. 主要建材の各業界毎の留意すべき事情と論点

2-2. ③ 木材（4/4）

（３）論点

• 木材製品*は、製品ごとに製造プロセスを大きく変えることはできな
いこと、主要な排出工程である乾燥においてもバイオマス利用が進
展していること、資材製造段階(A1～A3)の排出原単位は他の材料に
比べて大幅に小さいことから、脱炭素化の取組による差は他の材料
のそれと比して必ずしも大きくないとみなし、LCA実務においては
原則として製品ごとの原単位を使用することでよいか？

• 木質耐火部材等、各社によって仕様が異なる製品は、製品ごとの原
単位の整備が必要か。未整備の際に使用するデフォルト値の設定は
どうするか？

• 製品供給量の多くを占める中・小規模事業者による環境負荷低減の
取組（バイオマス・天然乾燥の活用等）をどのように評価するか？
個社ごとのEPD/CFP取得は困難ではないか？

• 国産材や地域材の利用を推奨することで建築物LCCO2の削減が可能
か？国産材・地域材製品の原単位整備は可能か？

*木材製品の参考分類は次ページ資料に掲載の表を参照 16



【参考資料】建築物のライフサイクルカーボンの算定・評価等を促進する制度に関する検討会 第3回
「06_資料3-4_服部委員からの情報提供」資料より抜粋して掲載 001898983.pdf
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3. WG委員からの意見
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3. WG委員からの意見

• 原単位作成の主導者を原単位ごとに見極め、制度設計の参
考にするのがよいのではないか。

• 建材毎につくるべきデータは、政策としてどう社会を誘導
していくか、どのような削減を促したいかなど、目的に
よって変わってくるのではないか。

• 排出原単位は様々な評価軸がある。正確な数値と共に、
データ利用者・作成者の目的に応じた数値を別で表示でき
るような仕組みが考えられるのではないか。

• GHGの算定対象範囲はエネルギー起因、材料起因、生物由
来炭素、土地利用改変等様々ある。算定範囲を明記した上
で目的に応じた算定ができる仕組みが望ましい。

• 一つのルールで縛るのではなく、業界全体の脱炭素に対す
る取り組みを後押しできるようなデータ整備が望ましい。



参考資料
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所属

一般社団法人日本鉄鋼連盟
鉄鋼

日本製鉄株式会社

一般社団法人セメント協会
コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会／協同組合連合会

一般社団法人全国木材組合連合会

木材 日本集成材工業協同組合

日本CLT協会

参考資料 WG参加者（傍聴）所属


